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第１ 平成２９年度の年度計画の実施に係る全体概要 

１ 業務の全体的な実施状況 

  （１） 業務の実施状況 

業務の全体的な実施状況は、９７項目の年度計画の項目のうち、年度計画を上回って実施している（Ａ評価）が４項目（４．１％）、

年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が９１項目（９３．８％）、年度計画をやや遅れて実施している（Ｃ評価）が２項目

（２．１％）という結果であった。 

Ａ評価及びＢ評価が全体の９７％を超えており、年度計画を十分に実施していると認められる。 

 

  （２） 特筆すべき成果 

平成２９年度は、公立大学法人としての５年度目の事業年度であり、中期目標の達成に向け、教育、研究及び地域貢献に関する取組

みを進め、業務運営の改善及び効率化についても、法人全体で推進している。 

平成２９年度における特筆すべき成果としては、次の事項が挙げられる。 

 

① 平成３０年度から、教員人事評価の結果の処遇への反映を行こととなった。（No.55） 

② 利用環境の充実を目的として、グループウェア（サイボウズ）をクラウド版へ移行した。新たに運用方針を策定・周知し、

共有情報の拡充及び活用の促進を図った。（No.58） 

③ 電気料金の削減を目的として、１１月に電気調達に関する入札を実施した。開札の結果、基本料金を約７割削減することが

できた。（No.70） 

④ 研究業績管理システムを導入し、平成３０年度から研究業績等の外部公開を行っている。（No.73） 

⑤ 学生交流スペースの整備を目的として、メイビットホール（学生会館）の什器の入れ替え、工事を行った。整備にあたって

は、学生からの意見を聴取し、意見を反映した内容とした。（No.88）  
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２ 事業の実施に係る項目別評価概要（総括） 

  (1) 評価基準 

評点 定義 

Ａ  年度計画を上回って実施している。 

Ｂ  年度計画を計画どおりに実施している。 

Ｃ  年度計画をやや遅れて実施している。 

Ｄ  年度計画を実施していない。 

 

  (2) 評価概要 

 項目数 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

項目数 構成比 項目数 構成比 項目数 構成比 項目数 構成比 

１ 教育研究等の質の向上に関する事項 55 1 1.8% 52 94.6% 2 3.6% 0 0.0% 

(1) 教育に関する事項 31 0 0.0% 29 93.5% 2 6.5% 0 0.0% 

(2) 研究に関する事項 10 0 0.0% 10 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

(3) 地域貢献に関する事項 5 0 0.0% 5 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

(4) 国際交流に関する事項 6 0 0.0% 6 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

(5) 教員の資質向上に関する事項 3 1 33.3% 2 66.7% 0 0.0% 0 0.0% 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 10 1 10.0% 9 90.0% 0 0.0% 0 0.0% 

３ 財務内容の改善に関する事項 5 1 20.0% 4 80.0% 0 0.0% 0 0.0% 

４ 自己点検・評価及び情報公開に関する事項 4 0 0.0% 4 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

５ その他業務運営に関する事項 23 1 4.3% 22 95.7% 0 0.0% 0 0.0% 

合 計 97 4 4.1% 91 93.8% 2 2.1% 0 0.0% 
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３
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標を達成するための措置

１

（１） 教育に関する目標 （１）
教育に関する目標を達成するための措
置

（１）

ア 学部教育に関する目標 ア
学部教育に関する目標を達成するため
の措置

ア

①-1　「入学者受入方針（アドミッ
ション・ポリシー）」に基づき、入学
者選抜を行う。また、毎年入試結果に
ついて検証を行い、検証結果を公表す
るとともに必要な改善を行う。

a 入学者受入方針に沿った学生の受入が
行われているかどうか、また目論みに
合った学生が入学しているか等につい
て、各学科よりデータに基づく検証報
告会を入試委員会の中で実施し、改善
に役立てる。

1 11月の入試委員会で検証報告会を実施
した。また、次年度入試について、建
築学科の特別選抜「私費外国人留学
生」「帰国生徒」については選抜方法
を、総合デザイン工学科については選
抜区分、募集人員及び選抜方法を変更
することとし、その予告を行った。

B
・資料1-入試内容
変更に関する予告

①-2　学生募集活動を強化するために
広報委員会に専門部会を設けるととも
に、オープンキャンパスや説明会の開
催等を積極的に展開する。

a 前年度の参加者を上回るよう、高校教
員向け説明会と夏に２回、高校生向け
の説明イベントを実施する。また、入
学者向け大学案内配付業者から受験生
や高校への送付数を向上させる。

2 高校教員向け説明会は、前年比１校減
の６４校であった。高校生向けの説明
イベントは３回実施し、高校３年生の
受験生では前年比17人増の330人で
あった。
出願方法をWeb出願に変更したため、
入学者向け大学案内配布業者からの送
付数は、前年比65%となった。

B
①-3　総合デザイン工学科では、社会
人の受け入れのために夜間及び土曜日
の開講を継続し、社会人募集を積極的
に行う。また、就学者の実情に合わせ
て、昼の時間帯への授業時間の拡充を
検討する。

a アンケート結果や社会人学生の課題を
踏まえて、就学者の実情に合わせた授
業時間や科目を開講して状況を確認
し、積極的に社会人を受け入れる。

3 就学者の実情に合わせた昼の時間帯へ
の授業時間の拡充については、平成２
９年度にこれまでの履修状況について
資料をまとめたが、その効果検証には
継続的な観察が必要と判断されたた
め、継続して履修状況を観察し、その
必要性を検討することとなった。

B
・資料2-総合デザ
イン工学科5時限開
講科目履修者数

・資料3-2018年度
前期時間割

b 総合デザイン工学科に関心があり、か
つ、基礎学力があり、働きながら学ぶ
意欲のある学生を受け入れるために、
社会人の定義を明確にするとともに、
有職社会人の大学進学の実状について
調査を行うことを検討する。さらに、
その結果に基づいて選抜方法について
検討を行う。

4 次年度入試において、社会人の定義を
明確化し、特別選抜「総合デザイン工
学科社会人・A日程（推薦）」から特
別選抜「社会人」を分離した。なお、
1月に次年度入試内容変更の予告を
行った。 B

・資料1-入試内容
変更に関する予告

【担当者（計画遂行責任者）：　副学
長（教育・企画担当）、学務課教務
係、学務課学生係】

項目
番号

学部教育に関する目標を達成するための
措置

自己評価 補足事項

第２　事業の実施に係る項目別自己評価

業務の実績

①工学の各分野に対する高い関心と基
礎的な学力を持ち、将来国内外の社会
において活躍したいと考える向上心の
ある学生を受け入れる。あわせて、社
会人にも門戸を開き、働きながら学ぶ
意欲のある学生を積極的に受け入れ
る。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成２９年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するための措置

教育に関する目標を達成するための措置
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②-1　基礎教育科目においては、専門
技術者として必要な工学基礎科目に加
え、人文科学科目、社会科学科目及び
語学科目を充実させて、幅広い人間力
を育む教育を行なう。

a 引き続き、開設した各科目において履
修状況及び単位修得状況を確認し、必
要があれば科目の追加や変更を行う。

5 昨年、一昨年に引き続き、1クラスあ
たりの履修登録人数の増減に関し若干
の改善が見られたが、平成３０年度に
向けて、科目の追加や変更は不要と判
断した。 B

②-2　基礎教育科目の充実を効率的に
進めるため、県内公立４大学等の連携
に基づきそれぞれの長所を生かした単
位互換を進める。

a 公立四大学の単位互換を充実させるた
めの方策を検討する。

6 制度周知のため、学生便覧、掲示場等
で周知し、各大学の配置図を作成し配
布するなど制度周知に努めた。しか
し、他大学での履修には相当の移動時
間を要し、履修可能な学生が限定的と
なることから、現状の実施体制及び設
備では今以上の利用拡大は望めないた
め、制度としては一定の到達点に達し
たものと判断する。
単位互換制度については、基礎教育科
目（人文･社会科学科目）として単位
認定することで今後も継続し、利用促
進に努める。

B

●H29年度実績
受入１人（県立女
子大学）
派遣２人（高崎経
済大学１人、群馬
大学１人）

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（教育・企画担当）、基礎教育セン
ター、教務委員会、学務課教務係】

③-1　学生に、専攻分野ごとの履修モ
デルを明示し、系統的な学習を進めや
すくするとともに、カリキュラム構成
は常に点検し、標準修業年限である４
年ごとに見直しを行う。

a 履修モデルがカリキュラム・ポリシー
に沿ったものになっているか確認し、
必要に応じて修正する。

7 担当教員退職による科目閉講及び新任
教員着任による新規科目の開設など、
平成３０年度に向けて、カリキュラム
の修正を行った。 B

③-2　企業等との連携やインターン
シップの充実を図り、学生の市内への
就職を促進する。

a 市内企業等との共同研究に学生を参画
させ、企業への就職につなげる。

8 公募型共同研究を含め、これまでに本
学と共同研究を行った企業へ平成29年
度は4人就職し、平成30年度も4人が内
定している。 B

・資料4-平成29年
度外部研究資金の
獲得状況

b 市内企業への継続した訪問等を行いイ
ンターンシップの受入れを依頼する。
また、行政機関や業界組合等の関係団
体と協議してきた受け入れについて積
極的に活用する。

9 本年度も県内・市内企業に訪問し今後
のインターンシップ受入れについて依
頼した。
（訪問数：16社、うち市内企業3社）
また、群馬県建設業協会・群馬県測量
設計業協会との協力を継続するととも
に、前橋商工会議所との意見交換を実
施し、インターンシップ受入れ等につ
いても依頼した。

B
③-3　教員が学会等に積極的に参加
し、最新の技術に関する知識を身につ
け、講義等において学生に還元する。

a 授業に支障がない範囲で教員の学会参
加を推奨し、技術に関する最新の情報
を授業で学生へ教授できるようにす
る。

10 主に休業期間等を利用した学会参加の
ほか、補講期間を設けることで授業期
間中の学会活動等にも対応しうる年間
スケジュールを組み、研究と教育が両
立可能な環境を整えた。 B

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（教育・企画担当）、学科長、キャリ
アセンター、学務課教務係】

②学部の基礎教育においては、幅広い
教養を養い、豊かな人間性を育む。

③学部の専門教育においては、技術革
新や価値観の多様化等の社会環境の変
化に柔軟かつ的確に対応できる能力を
培い、卒業後、市内産業分野をはじめ
として社会の様々な分野で専門技術者
として指導的役割を担うことができる
人材を育成する。
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④-1　学生に対して提示する教育目標
及び講義、実習等の学習計画（シラバ
ス）をより分かりやすいものとし、一
人一人の学生が、授業や実習の内容、
到達目標、成績評価基準等をしっかり
把握して、効果的な学習ができるよう
にする。

a 現在の開講科目が、ディプロマ・ポリ
シー及びカリキュラム・ポリシーに対
し、どのような位置づけにあるか再確
認するため、科目の体系図を作成し、
カリキュラムの体系化及びシラバスに
記載する到達目標等、修正の足掛かり
とする。

11 シラバス等に示された目標に対する評
価内容を明確にし、学生に明示できる
よう、到達目標に対する達成度を基準
とした成績評価基準を策定した。 B

・資料5-前橋工科
大学成績評価基準

④-2　毎年度、授業評価アンケートを
行い、その結果を踏まえて授業内容の
改善を行い、教育の質を高める。

a アンケート結果や教員コメントを基
に、項目の検討を行うとともに、改善
点や問題点を洗い出し、改善に反映さ
せる。

12 前期の授業改善アンケートについては
集約を行った。後期の結果については
集約中である。「授業改善アンケート
集計結果に対する教員コメント」の項
目については、今後見直しを行う予定
である。

B

・資料6-授業アン
ケート実施結果
（概要）

・資料7-授業アン
ケートコメント欄
（一例）

・資料8-授業改善
アンケート集計結
果に対する教員コ
メント（一例）

・資料9-平成30年
度授業改善アン
ケート集計結果に
対する教員コメン
ト様式

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（教育・企画担当）、学科長、学務課
教務係】

⑤-1　専門教育科目の理解を深めるこ
とに直結する数学及び物理について
は、より効果的な成果が得られるよう
教育手法を常に検証する。

a 平成２７年度より新たに改変及び新設
した数学と物理の科目について、引き
続き有効性を検証する。

13 改変後3年目にあたり、改変、新設し
た科目についても順調に講義等が行わ
れている。 B

⑤-2　学内の各種の委員会の構成員に
基礎教育センターの教員を含めるなど
して、本学の教育研究に基礎教育セン
ターの意見を取り込める体制を作る。

（計画達成）

⑤-3　学生へのＴＯＥＩＣ受験を奨励
し、英語力の向上を図る。

a TOEICについては引き続き学生に受験
を奨励する。また英語をはじめとする
語学教育の質的向上のために、少人数
指導、習熟度別指導などの教授法は有
効であることから、そのためにTOEIC
を一つの教育ツールとして有効に活用
（例えば、語学力の向上を確認するた
めに入学時と３年次に受験する、な
ど）するよう、それらの実現性をトー
タルに検討する。これにはカリキュラ
ム変更、時間割変更、人員確保等の問
題も伴うので、多角的に検討を行う。

14 TOEIC受験対策eラーニングシステムで
あるALC NetAcademyの最新版が導入さ
れ、英語Cとバイオ技術英語IIの全受講
者に利用が義務付られた。平成２９年度
のＴＯＥＩＣ受験者数は６４人であった。ま
た、学生が受験しやすい環境整備の一
環として、平成３０年度からTOEIC賛助
会員に登録することとなった。
英語授業体制全体の抜本的改革は検討
の緒に就いたところである。

B

・資料10-カレッジ
TOEIC受験者内訳

●H29年度履修状況
・英語C
前期 172人
後期 106人
・バイオ技術英語Ⅱ
後期39人

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（教育・企画担当）、学務課教務係】

④学生の効果的な学習活動を支援する
ため、全ての学科において入学時から
卒業までのカリキュラムの明確な体系
化を行い、教育の質の向上を図る。

⑤学生の基礎的能力を強化することを
目的に、初年次教育科目及び基礎教育
科目の充実を行い、これを担う「基礎
教育センター」の体制を強化する。
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⑥-1　キャリアセンターを中心とし、
職業に対する意識の向上、コミュニ
ケーション能力の開発、社会へ出てい
くための実践力等の育成につながる
キャリア支援プログラムを構築する。

a 就活スケジュールに合せて見直してき
たキャリア支援・就活支援プログラム
（セミナー）については構成や内容を
見直しながら参加しやすいものに変更
していく。就職ナビサイト等を運営す
る就職情報会社のノウハウなどを活用
したセミナーなどを取り入れ学生の
ニーズに応える。

15 就職支援事業（セミナー等）につい
て、学生の参加状況等に応じて内容の
修正を行ったことにより、前年度より
多くの学生が参加するようになった。
また、就職情報ナビ会社が実施する
１・２年生向けの適性診断テストを行
い、低学年のうちから自己を見直す機
会を作った。

B

・資料11-セミナー
参加者内訳

●参加者数推移
H28年度（全28回／
述べ1,755人）
H29年度（全28回／
述べ2,317人）
※カレッジTOEICを
除く

⑥-2　キャリアセンターは、キャリア
支援プログラムが時代の変化に対応し
たものになるように教務委員会と協力
し、また、学生の社会の中での実践活
動を支えるため地域連携推進センター
と協力する。

a 地域連携推進センター開催事業につい
て学生に情報提供するなどして各種イ
ベントへ積極的に参加するよう促す。
また、学生のキャリア形成支援のため
のプログラムについても各学科と連携
しながら見直していく。

16 学生に対し、地域連携推進センターが
主催・共催しているビジネス交流会等
のイベントへの参加について周知し参
加を促した。また、各学科で行うキャ
リア支援について情報を共有するとと
もに、学外で行われるキャリア支援教
育や就職に関する講義等についても、
学内セミナーやキャリアセンターで広
報・周知を行った。

B
⑥-3　就職相談業務を専門業者に委託
し、学生の就職活動を的確に支援でき
るようにする。

a 引き続き、企業人事経験を有する常駐
のコーディネーター（就職相談員）を
配置することで学生の就職活動を支援
する。また、コーディネーター及び外
部派遣講師による面接指導や相談も積
極的に行なう。

17 企業人事経験のあるコーディネーター
を継続して配置した。コーディネー
ターは、就活に関するセミナーの講義
をはじめ、学生の面接指導や提出書類
の添削及び来学企業への応対並びに新
規開拓のための企業訪問など、様々な
分野で就職活動支援を行った。特に、
今年度は、学生求人の新規開拓のた
め、食品、化学、薬品等の企業を重点
的に訪問するとともに、各地で開催さ
れる合同企業説明会での接触を行っ
た。

B

⑥-4　本学卒業生の早期離職を防ぐた
め、卒業生の就業状況を把握、分析
し、その結果を反映したキャリア支援
教育を行う。

a 卒業生就業調査（離職率調査）につい
ては３年間行なったが、本学学生の就
業状況については正確に把握できる回
答等を得る事ができていないため調査
方法等について調査を継続しながら見
直して行く。離職については会社や仕
事内容について理解しないまま就職す
るケースが多いとされている事から、
業界・業種に関するセミナーや説明会
を開催しミスマッチを防ぐ。

18 卒業生に対して卒業生就業調査（離職
調査）を実施した。（10月1日号同窓
会会報に同封し発送）
Web上での回答方法を導入したことに
より回答率については上昇し
（3.18％）、本調査ではミスマッチに
よる離職者はいなかった。
（回答率:H26 2.14% → H27 1.54% →
H28 1.43%）

B

・資料12-アンケー
ト項目

・資料13-アンケー
ト結果

⑥-5　求人側と学生の意識のズレから
生じる雇用のミスマッチを防ぐため、
インターンシップの実施を拡大する。
また、これによる単位認定を推進す
る。

a 多様化するインターンシップ事務につ
いては、円滑に対応できるように教職
員が連携し各学科や教員が保有する情
報等を共有して各学科の状況や結果を
検証しながら引き続き全学科の単位認
定化を推進していく。

19 夏季休業期間に教員とキャリアセン
ターコーディネーターが、県内外の企
業へ訪問、人事担当者と面談し、今後
の求人とインターンシップの受入れに
ついてお願いした。
（訪問数：31社　都内企業等19社、県
内企業12社）
また、冬期インターンシップへの参加
について、企業別の情報や合同イベン
トの周知や情報提供を行うなどの広報
を行った。

B

・資料14-平成29年
度夏季訪問企業一
覧

・資料15-平成29年
度インターンシッ
プ実施状況

・資料16-平成29年
度インターンシッ
プ単位認定状況

【担当者（計画遂行責任者）：キャリ
アセンター】

⑥学生の卒業後の進路を考慮し、キャ
リア支援教育を重視したカリキュラム
を編成して実施するとともに、学生の
就職に係る相談及び支援の体制を強化
する。
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イ 大学院教育に関する目標 イ
大学院教育に関する目標を達成するた
めの措置

イ 業務の実績 自己評価 補足事項

①-1　大学院についても、「入学者受
入方針（アドミッション・ポリ
シー）」を公表し、入学者選抜を行
う。また、入学説明会を実施するとと
もに、大学の内外に向けて募集活動を
行う。

a 研究室の見学会を実施する。また、
オープンキャンパス時にも大学院の進
学相談を行う。また、各専攻で内部進
学向け大学院進学説明会を実施する。

20 大学院進学者に対して研究室見学会を
実施し、大学院進学相談も行った。ま
た、内部進学者向け説明会を全専攻で
初めて実施した。 B

b 入学者選抜が入学者受入方針に沿った
ものとなっているか各専攻からの報告
会を実施し、入学者選抜方法を検証す
る。

21 11月の入試委員会において報告会を実
施した。また、選抜方法の変更に係る
募集要項の改定作業を実施中である。 B

①-2　大学院での研究テーマを大学院
の進学希望者が早い段階から持てるよ
うにするため、学部教育の取組を推進
する。

a 研究指導教員は、学生の個別面談を実
施し、常に学生の状況を把握して適切
に対応できるように努める。

22 ゼミにおいて研究指導教員による学生
の個別面談を適宜実施し、学生の状況
に応じた指導を個別に行った。 B

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、学務課教務
係、学務課学生係】

②-1　博士前期課程については、専攻
分野ごとの履修モデルと学位の授与基
準を明示し、系統的な学習・研究がで
きるようにする。

a 学位授与基準や手続きを確認し、必要
に応じて修正を行う。また、専攻分野
ごとの履修モデルを作成し、学生へ提
示する。

23 成績評価基準及び修士論文評価基準を
策定し、学位授与に係る評価基準を明
確化した。 B

・資料17-前橋工科
大学大学院成績評
価基準

②-2　博士前期課程の学生に早期の段
階から研究の目標及び方向性を見つけ
る指導を研究指導教員を中心に実施す
る。

a 研究計画書や中間発表等について、早
い時期の段階から研究の目標及び方向
性を見つける指導として改善する箇所
がないか検証する。

24 学部の卒業研究のテーマ設定時に、修
士研究を見据えた指導を行った。
また、学会や関連シンポジウムへの参
加機会を提供し、学生本人が自身の研
究について考える契機を与えた。 B

②-3　博士前期課程の学生をティーチ
ング・アシスタントとして教育補助業
務を担当させ、指導力を養成するとと
もに、修士論文の作成に発展させる。

a ＴＡ（ティーチング・アシスタント）
の業務内容を拡大すると同時に責任に
ついての講習会を行い、よりリーダー
シップを養成する。

25 ＴＡに定期試験の補助監督業務を担当
してもらった。ＴＡへの講習会も行
い、問題なく業務を履行できた。結
果、教員の負担軽減並びにＴＡに対し
てよりリーダーシップの養成ができ
た。

B
【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、専攻主任、
学務課教務係】

大学院教育に関する目標を達成するため
の措置

①独創的な発想力と、研究に対する実
行力を持ち、専門分野を極めたいとい
う意欲のある人材を受け入れる。

②博士前期課程では、学部教育で培わ
れた教養と専門の基礎能力を、講義や
演習等により向上させるとともに、研
究に関する能力を養成し、高い専門性
を身に付けた高度専門技術者及び研究
者を育てる。
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③-1　博士後期課程については、分野
横断型工学研究シンポジウムでの発表
等を通して、特別研究の発展を図ると
ともに、国内外の先駆的・先端的な研
究に参画させることにより、研究能力
を高め、創造力を養う。

a 平成２８年度新たな手法でシンポジウ
ムを行ったが、問題点として先端的な
研究に参画する機会がないため、特別
講演会を導入する。

26 本年度は、分野横断的研究者の予定が
立たず、特別講演会が実施できなかっ
た。

C
③-2　博士後期課程にティーチング・
アシスタント及びリサーチ・アシスタ
ントの制度を導入することにより、指
導力を養成するとともに、研究能力を
向上させる。

a 大学院博士後期課程を対象としたＲＡ
（リサーチ・アシスタント）制度を実
施する。また、その効果を検証する。
あわせて、ポスト・ドクター制度の導
入を検討する。

27 ＲＡとＰＤ制度を導入することができ
た。導入の結果、教員の研究に対し一
定の効果があったと考えられるが、制
度導入からの期間が短いため、今後効
果検証等を行う。 B

③-3　博士後期課程の学生を国内外の
先駆的・先端的な研究に参画させるこ
とにより、研究能力を高め、創造力を
養う。

a 共同研究等を通じて、各研究室の大学
院生を研究に参画させることで研究能
力を高め、創造力を養う。

28 共同研究31件、受託研究3件の契約を
締結し、研究を進めた中で、多数の学
生及び大学院生が研究補助員等として
研究に参画した。

B

●H29年度採用実績
（延べ人数）
研究補助員 23人
ＲＡ 4人

●H28年度採用実績
（延べ人数）
研究補助員 82人
ＲＡ制度無し

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、学務課教務
係】

④-1　学部から大学院博士前期課程ま
での６年間を一貫して学習しうる教育
プログラムを整備する。

a ６年間の教育プログラムの課題等を洗
い出し、検討項目を明確にするととも
に、課題が多岐にわたることが想定さ
れるため、導入可能性などについて全
体を包括した詳細な議論を担当する部
署を明確にする。

29 学士・修士の６年一貫性など教育年限
の柔軟化については、平成２９年６月
２７日に文部科学省が取りまとめた
「大学における工学系教育の在り方に
ついて(中間まとめ）」中に主な施策
として記載されている。先行事例の調
査とともに、本学においても、学部・
修士の連続的なカリキュラムの検討か
ら議論をはじめることとした。

C
④-2　博士前期課程入学時から博士後
期課程修了までの５年間を通した研究
計画を可能とするシステムを構築す
る。

a 博士前期課程入学時から博士後期課程
修了までの５年間を通したシステムの
構築は、入試やカリキュラム構成など
検討課題が多岐にわたるため、包括的
に議論ができる部署を模索し、導入実
現に向けて検討する。

30 大学院５年間の一貫教育プログラムに
ついて、検討を始めたが、担当する部
署が明確にはなっていない。学部６年
間一貫教育の検討とも合わせて、包括
的に担当する部署の検討を行ってい
く。

B
④-3　大学院における教育システムが
社会及び経済の動向並びに時代の要請
に対応しているかについて、各専攻及
び評価・改善委員会において博士後期
課程の標準修業年限である３年ごとに
検証する。

a 社会が本学に望む姿（技術、知識）及
び社会を変革するようなイノベーショ
ンにかかる研究を実施しているかにつ
いて、引き続き議論する。

31 中期計画の中間評価を実施し、４年間
の成果、現状の課題、新たなニーズ及
び目指す姿の整理を行った。また、本
学が今後目指すべき姿を明確にするた
め、学長を中心として、将来構想２０
１８の策定を行った。

B
【担当者（計画遂行責任者）：副学長
(研究・地域貢献担当）、評価・改善
委員会、学務課教務係】

③博士後期課程では、専門の能力を一
層深めるとともに、先駆的・先端的な
技術課題に率先して取り組む能力を高
め、豊かな創造性と主体性を備えた高
度専門技術者及び研究者を育てる。

④大学院の教育においては、社会及び
経済の動向並びに時代の要請に対応し
て学部と大学院の入学時からの一貫し
た教育システムを構築する。
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３
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標を達成するための措置

１

（２） 研究に関する目標 （２）
研究に関する目標を達成するための措
置

（２）

①-1　環境共生技術及び生命工学技術
に係る教育研究を深めることにより、
持続可能な社会の発展に貢献する。

a 教育研究を深めることにより持続可能
な社会の発展に貢献するようなカリ
キュラム構成になっているか検証す
る。

32 各専攻で、カリキュラムポリシーに照
らし合わせて大学全体の理念と一致し
ているか検証を行った。 B

①-2　民間企業、他大学、各種研究機
関等との共同研究に積極的に取り組
む。

a 引き続き、産官学コーディネーターを
中心に企業との連携を深め、共同研究
の充実を図る。

33 技術研究相談及び前橋市・前橋商工会
議所と連携して実施している、御用聞
き型企業訪問を通じて、共同研究の充
実を図った。 B

・資料18-H29年度
御用聞き型企業訪
問実績

・資料19-H29年度
技術研究相談実績

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
(研究・地域貢献担当)、地域連携推進
センター、学務課教務係】

②-1　学科を超えた工学研究を進める
ために、学科間の協力による研究に重
点研究費を配分する。

（計画達成）

②-2　大学院工学研究科環境・生命工
学専攻（博士後期課程）の分野横断型
工学研究シンポジウムの開催を軌道に
乗せ、学内共同研究のノウハウやアイ
デアを発掘する。

a 平成２８年度に新たな手法により分野
横断型シンポジウムを行った。その結
果を踏まえ問題点を改善していく。

34 教員・学生の参加状況について、各人
の専攻のプログラムには参加するもの
の、他専攻ものには参加しない傾向が
見られた。今後は、他専攻の聴講に関
する改善などを検討していく。 B

・資料20-分野横断
型ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ﾋｱﾘﾝｸﾞ
周知用ﾎﾟｽﾀｰ

②-3　学内に学科や専攻の枠を超えた
教員の研究チームを構築し、学内共同
研究を進める。

a 引き続き、研究委員会を中心にして、
他学科・他専攻の研究テーマや研究成
果、備品などの情報の相互共有を図る
ための取り組みや学内共同研究を推進
するための共通認識の醸成など環境整
備について検討する。さらに、平成２
８年度より開始した特別研究費による
「分野横断型研究事業」のあり方につ
いて検討する。

35 昨年度に引き続き、２学科以上に分野
が横断する研究を行うための研究経費
を支援対象とする「分野横断型研究事
業」を実施した。採択課題数、参画教
員数は次のとおり増加し、学内共同研
究を促進することができた。
平成２８年度：２課題、延べ５名
平成２９年度：４課題、８名
なお、研究成果については、研究紀要
に論文等を掲載する予定である。

B
【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、学務課教務
係】

②従来の分野別や個別の研究のみにと
どまらず、学内共同研究の促進を図
る。

項目
番号

自己評価 補足事項業務の実績

①基礎から応用に至る幅広い研究を展
開し、その成果を社会に還元すること
により、持続可能な社会の発展に貢献
する。

研究に関する目標を達成するための措置

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成２９年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するための措置
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③-1　学位論文の概要、審査概要等を
大学のホームページで公表する。

（計画達成）

③-2　教員の学術団体の論文集への掲
載件数を増やすとともに、その掲載状
況について大学のホームページで公開
する。

a 投稿数増加のために研究紀要の位置づ
けについて検討する。また、引き続
き、群馬県地域共同リポジトリに研究
紀要掲載論文を掲載するとともに、国
立研究開発法人科学技術振興機構
(JST)のJ-STAGEに同論文の掲載を検討
する。

36 研究紀要を社会にアピールする観点か
ら、J-STAGE（JSTが運営する総合学術
電子ジャーナルサイト）に研究紀要を
掲載するための申込みを行い、審査を
経てJ-STAGE搭載誌として採択され
た。平成29年度末までに研究紀要第20
号の論文等をJ-STAGEに掲載した。
（研究紀要20号の論文等は群馬県地域
共同リポジトリへ掲載済。）

B
【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、学務課教務
係】

④-1　公募型共同課題研究プロジェク
トを推進し、その成果を活用する。

a 前橋市の公募型共同課題研究プロジェ
クトの終了に伴い、継続課題等は引き
続き共同研究等を実施していく。

37 公募型共同課題研究プロジェクトにて
関わりのあった7社とは今年度も新規
を含め共同研究を実施した。 B

④-2　産官学連携による学内外との組
織的研究の成果について相互に利用す
るネットワークを構築し、活用する。

a 引き続き、地域連携推進センターを中
心に、研究の成果を発展させる産学官
連携事業のあり方について検討する。

38 群馬産学官金連携推進会議（7/12）で
は、本学教員10人が計12件のポスター
発表を行ったほか、本学教員3人がテ
クニカルセッションにおいてパネリス
トとして参加した。また、ぐんま環境
フェスティバル（9/30）、東和新生会
「ビジネス交流会」（11/22）、（県
共催）４ブロック研修会（2/15）にも
積極的にブース出展や講師として参加
し、研究の成果を発表した。

B
④-3　群馬大学等の他大学及び研究機
関、民間企業、前橋市及び群馬県等の
行政機関、前橋商工会議所等の各種団
体との連携を強化する。

a 御用聞き型企業訪問（前橋市、商工会
議所）やりょうもうアライアンス（群
馬大学、足利工業大学、群馬高専）を
活用し、各種団体との連携を強化す
る。

39 群馬産学官金連携推進会議（7/12）の
開催・参加により意見交換を進めたほ
か、御用聞き型企業訪問による地元企
業からの相談や、「りょうもうアライ
アンス」協定での技術相談等を受ける
ことで、各種団体との連携を強化し
た。

B
・資料18-H29年度
御用聞き型企業訪
問実績

・資料21-りょうも
うアライアンス活
動実績

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、地域連携推
進センター】

④産官学連携による学内外との組織的
研究を積極的に実施する。

③各種研究の成果等の情報を集積し、
それを積極的に学外に発信する。
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⑤-1　外部資金の獲得に全学で取り組
み、文部科学省科学研究費補助金等の
確保に努める。

a 引き続き、外部講師等による科学研究
費補助金応募説明会を開催し、科学研
究費補助金の応募率向上を目指す。

40 平成29年度は、新規予算計上のうえ、
専門業者による講演会を開催した。本
年度は申請書式等の大幅な変更があ
り、申請書作成にあたってのポイント
等を確認することができた。また、教
員要望等の調査を実施し、この調査結
果を踏まえ、効果的な説明会の開催を
検討していく予定である。

B

・資料22-科学研究
費講演会開催通知

・資料23-科学研究
費採択状況

⑤-2　教員研究費の配分については、
外部資金の確保努力等を考慮し、新た
な配分方法に改善する。

a 引き続き、重点教育研究費（科学研究
費採択支援研究費）により、科学研究
費の不採択者に対する次年度採択に向
けた支援を行い、また、採択者には直
接経費の額に応じて研究振興費として
追加配分を行うとともに、その効果に
ついて検証を行う。

41 これまでに見直しを行って配分をして
いる研究振興費等について効果を検証
した。効果的な配分方法等については
今後も検討をしていく。
また、専門業者による科学研究費申請
書の添削の実施について希望調査を実
施した。この調査結果を踏まえ、研究
振興費等の配分方法と併せて検討して
いく予定である。

B
⑤-3　科学研究費補助金等の外部資金
申請件数等を教員評価に反映する。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、学務課教務
係】

⑤研究活動の向上を目指し、科学研究
費補助金等の競争的資金の獲得拡充を
図る。
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３
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標を達成するための措置

１

（３） 地域貢献に関する目標 （３）
地域貢献に関する目標を達成するため
の措置

（３）

①-1　地域の民間企業や教育機関との
連携を強化して、共同研究、アドバイ
ザー、講師派遣等様々な形で、地域社
会の求めに対応できるようにする。

a 産官学コーディネーターを中心に、地
域の産業界及び教育機関との連携を推
進し、地域社会の求めに対応する。

42 産官学コーディネーターが窓口とな
り、産業界からの相談に積極的に応じ
た。 B

・資料19-H29年度
技術研究相談実績

①-2　他の教育研究機関とも連携し
て、市民を対象とする公開講座を積極
的に開催するとともに、既に市民向け
に開放している図書館のほか、大学機
能の市民開放に努める。

a 地域活性化研究事業の研究成果報告会
については、引き続き商工会議所の
「まちなかキャンパス」を活用すると
ともに、公開講座やこども科学教室な
どの地域連携推進センター事業につい
ては、大学を会場として開催し、大学
の市民開放を進める。

43 地域活性化研究事業の採択した11課題
のうち8課題については、研究成果を
前橋商工会議所が主催する「まちなか
キャンパス」において発表した。な
お、残りの3課題については、研究の
進捗状況に応じて平成30年度に実施す
る予定である。
また、公開講座5回、専門講座3回を本
学を会場として開催し、公開講座は
266人、専門講座は71人の参加があっ
た。
こども科学教室は8月に本学を会場と
して開催し、今年度は29ブースの出展
を行った。なお、参加人数は2日間で
述べ2,717人の参加があった。

B

●H28年度実績
公開講座 6回、292
人
専門講座 2回、93
人
こども科学教室
 25ブース、2,356
人

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、地域連携推
進センター】

②-1　地域連携推進センターがシンク
タンク機能をもてるように、民間企業
との共同研究成果等を蓄積して、地元
企業の問題解決に応えられるようにす
る。

a 引き続き、産官学コーディネーターを
中心として、積極的に企業訪問及び技
術相談を行う。

44 これまでの技術研究相談に加え、平成
27年度より、前橋市・前橋商工会議所
と連携して御用聞き型企業訪問を行
い、相談及び企業訪問を積極的に実施
した。 B

・資料18-H29年度
御用聞き型企業訪
問実績

・資料19-H29年度
技術研究相談実績

②-2　前橋市をはじめとした地方公共
団体や国等の政策形成へ積極的に参画
するとともに、地域のまちづくりや民
間企業に対するアドバイザー機能を強
化する。

a 地方公共団体や民間企業に対し、本学
教員の研究分野や研究成果等を広く周
知する。

45 産学連携事業へのパネル出展や講演会
により、研究成果等を周知した。

B
【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、地域連携推
進センター】

業務の実績 自己評価 補足事項

②地域のシンクタンクとして「地域連
携推進センター」の役割を高める。

項目
番号地域貢献に関する目標を達成するための

措置
①地域の教育機関、周辺大学、産官学
の連携を通して、地域社会への貢献を
果たし、地域の活性化を図る。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成２９年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するための措置
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③-1　前橋市や群馬県が行う事業に、
教職員も学生も積極的に参加・協力
し、地域社会の一員としての責任を果
たし、地域貢献する。

a キャリア支援教育の中で社会参加への
重要性を講義するとともに、学生が地
域貢献活動に参加できる機会を数多く
提供し、活動結果等の周知に努める。

46 学生委員会では、掲示や大学ホーム
ページを通じて、学生が参加可能な地
域貢献活動の周知を行った。
キャリアセンターでは、キャリア形成
セミナー等で社会参加の重要性につい
て継続して講義を行った。新入生にも
ガイダンス時に地域貢献学生スタッフ
制度等の活動について紹介するなど低
学年から社会参加の重要性について周
知を行った。

B

【担当者（計画遂行責任者）：学生部
長、キャリアセンター、学務課学生
係】

③地方自治体等が行う各種事業に、大
学として積極的に参加することによ
り、学生の地域貢献に関する意欲を喚
起する。
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３
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標を達成するための措置

１

（４） 国際交流に関する目標 （４）
国際交流に関する目標を達成するため
の措置

（４）

①-1　国際交流は、教員個人の研究交
流の中から、必要なものを大学の事業
とし、積極的に取り組む。既に連携し
ている北京工業大学と平成２４年度に
協定を締結した吉林建筑工程学院建学
院との交流は、相互交流を持続する。

a 引き続き、教員の要望を踏まえ国際交
流に関する情報を収集し、大学として
の交流事業の地域的多様性について検
討するとともに、連携及び交流が図れ
るものについては教員を派遣する。

47 北京工業大学については、本年度に５
年の協定期間が到来したため、引き続
き相互交流を継続するため、協定の更
新を行った。（平成２９年４月１８日
協定締結。） B

・資料24-学生短期
交換留学一覧

①-2　教員の海外研修事業を強化す
る。

a 引き続き、重点研究費（海外短期研修
費）の配分方法等を検討する。

48 今年度より、一般研究費で制限されて
いた海外研修旅行を可能とし、海外短
期研修費の申請上限額（２０万円）を
上回る金額については、一般研究費か
らの支出を可能とした。また、来年度
より、海外短期研修の実績について、
研究紀要に論文（シンポジア）投稿す
ることを申請条件に加え、研究紀要の
充実を図ることとした。

B
【担当者（計画遂行責任者）：地域連
携推進センター、学務課教務係】

②-1　既に交流のある北京工業大学と
の間では今後も継続して交換留学を実
施していくとともに、教員間での共同
研究が開始されている吉林建筑工程学
院城建学院との間で学生の交換留学の
制度化を図る。

a 北京工業大学との交流事業を継続して
行う。吉林建筑大学城建学院の交流に
ついては、継続するかを検討する。

49 北京工業大学へ大学院生2名を派遣
し、北京工業大学の大学院生2名の受
入れを行った。

B
②-2　学生の交換留学について、アジ
ア地域での新たな交流大学を開拓する
とともに、留学生の受入れ方策につい
て、検討を行う。

a タイ王国カセサート大学については、
タイの国内情勢を踏まえた上で派遣及
び受入条件等の協議を行う。ベトナム
のダナン工科大学については、具体的
な内容を検討していく。他のアジア諸
国においても、新たな交流大学の開拓
を検討する。

50 タイ王国カセサート大学については、
外務省等のタイ国内の動きに係る注意
喚起により、派遣を見合わせている。
本年度中に覚書期間の５年が到来する
ため、これを更新し、来年度は受入れ
の実施に向けて調整していく予定であ
る。ダナン工科大学とは9月に6日間、
学生4名及び教員2名を派遣し、ワーク
ショップを行った。

B
【担当者（計画遂行責任者）：地域連
携推進センター、学務課学生係】

③-1　海外での語学研修のため学生を
引き続き派遣する。（モナッシュ大学
付属語学学校（オーストラリア））

a モナッシュ大学附属語学学校への語学
研修派遣事業を実施する。

51 モナッシュ大学附属語学学校へ４名の
学生を語学研修に派遣した。 B

●参考
H28年度派遣：4名

③-2　優秀学生の海外留学について後
援会・同窓会の支援が得られるよう協
議を行う。

a 海外留学等に興味を持つ優秀な学生に
対する支援が得られるよう、引き続き
後援会や同窓会と協議する。

52 後援会に海外留学支援が得られるよう
協議を行い、学生１名が支援対象と
なった。 B

【担当者（計画遂行責任者）：学生部
長、学務課学生係】

自己評価 補足事項業務の実績

③異文化との交流を通じて国際感覚や
コミュニケーション能力の向上を図る
ため、学生を積極的に海外の大学や研
究機関等に派遣する。

国際交流に関する目標を達成するための
措置

①研究と教育における多様な価値観を
共有し、国際的な貢献を果たすため、
世界各国の大学、研究機関等との教員
相互の連携と交流をさらに深めてい
く。

②国際交流のさらなる活性化のため
に、従来から実施してきた中国からの
留学生の受入れを継続的に行うととも
に、他のアジア諸国からの留学生も積
極的に受け入れる。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成２９年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するための措置 項目

番号
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３
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関する
目標を達成するための措置

１

（５） 教員の資質向上に関する目標 （５）
教員の資質向上に関する目標を達成す
るための措置

（５）

①-1　総合的な教員評価システムをき
ちんと整備し、その中で、教職員の地
域貢献についても評価対象とする。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：副学
長、地域連携推進センター】

②-1　教員採用については公募制によ
り広く人材を求め、本学の学習教育目
標とそれに沿った教育実践が実行でき
る教員を採用する。

a 教員採用に際しては、本学の学習教育
目標を実践できる教員を採用するた
め、採用する教員に求めるスキルを予
め明確にするとともに、模擬授業や面
接等を通じて、適任者の採用を行う。

53 平成３０年４月１日付採用教員とし
て、生命情報学科及び総合デザイン工
学科に各１名の教員（准教授）を採用
することができた。 B

・資料25-生命情報
学科教員公募面接
実施概要

・資料26-総合デザ
イン工学科教員公
募面接実施概要

【担当者（計画遂行責任者）：副学
長、総務課総務企画係】

③-1　毎年度、学長を中心に学内にお
いて、教員の教育力向上のための研修
計画を立て、これに基づき教員相互に
よる授業参観や各種の研修会等を実施
する。

a 平成２８年度の授業参観の実施内容を
検証し、各教員が他の教員が行ってい
る授業を参観できるように、時期及び
方法を再検討する。

54 前期のみ又は後期のみに授業を担当し
ている教員がいるため、平成２８年度
までは隔年で前期又は後期に実施して
いた参観期間について、平成２９年度
からは前期・後期両方の授業を対象に
授業参観を実施した。

B
【担当者（計画遂行責任者）：学務課
教務係】

④-1　教員の教育及び研究活動につい
て、新たに総合的教員評価システムを
導入する。新たなシステムは、自己評
価を基礎に、学生による事業評価、学
科の運営管理に関する貢献度、民間企
業との共同研究等地域社会への貢献度
等を評価項目に取り入れたものとし、
平成２５年度に試行を行い、２６年度
から本格導入する。

a 引き続き、教員人事評価制を実施する
とともに、評価結果の活用について検
討を行う。

55 平成３０年度から、教員人事評価の結
果の処遇への反映を行こととなった。

A

・資料27-教員人事
評価結果の処遇へ
の反映について

④-2　新任の助教及び助手に対する任
期制の導入の有無及び導入する場合の
方法を平成２７年度までに検討する。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：副学
長、総務課総務企画係、学務課教務
係】

自己評価 補足事項業務の実績

③教員の教育力の向上を目的とした研
修等の取組を、組織をあげて積極的に
行う。

④教員の人事評価制度については、研
究の成果や実績だけでなく、教育や地
域貢献活動における業績等の幅広い活
動実績を総合的に評価できる制度を新
たに構築する。

教員の資質向上に関する目標を達成する
ための措置

①教員が高い意識を持って、教育や研
究だけでなく地域貢献にも積極的に取
り組む体制を構築する。

②教員の採用については、公募制の厳
正な運用により、大学にとって有用な
人材の確保及び育成を図る。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成２９年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するための措置 項目

番号
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４
業務運営の改善及び効率化に関する目
標

２
業務運営の改善及び効率化に関する目
標を達成するための措置

２
項目
番号

①-1　法人化の趣旨がきちんと定着す
るよう、理事長と学長は協議し、学内
のコンセンサスの形成につとめ、効率
的で公正な大学運営に当たる。

a 理事長及び学長が大学の方針を明確に
し、全教職員への共有を行う。

56 全体会議、教育研究審議会及び教授
会等で、時宜に応じて大学の方針を
教職員に伝え、共有することができ
た。 B

【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係】

②-1　教職員を対象とした業務運営に
関する研修を毎年度開催し、組織に係
る役割や組織におけるルールの周知徹
底を図る。

a 外部団体のＦＤ（ファカルティ・デベ
ロップメント）研修会に教員を参加さ
せ、他大学との情報収集や意見交換を
行い、講義や学生指導の改善方法や先
進事例を学内の研修会で報告させると
ともに、本学に専門家を招き講演会を
開催する。

57 9月に山形大学で実施されたＦＤセミ
ナーに4名の教員を参加させ、参加報
告会を12月に実施した。また、公立
大学協会事務局長を招き教職員を対
象にした講演会を開催した。 B

・資料28-前橋工科
大学　ＦＤ研修参
加報告会実施状況

②-2　グループウェアを活用し、業務
に係る情報の共有化を推進する。

a グループウェアの活用促進に向け、共
有情報の拡充と併せ、グループウェア
ソフトのＡＳＰへの移行など、利用環
境の充実を図る。

58 利用環境の充実を目的として、グ
ループウェア（サイボウズ）をクラ
ウド版へ移行した。
新たに運用方針を策定・周知し、共
有情報の拡充及び活用の促進を図っ
た。

A
・資料29-サイボウ
ズ運用方針

②-3　公立大学法人化により、大学が
自主的かつ自律的な活動を行わなけれ
ばならないことを全ての教職員が自覚
し、各自が年間目標を立て、自己管理
する。

a 人事評価制度を活用し、各教職員が期
首に年間目標を設定し、評価者との期
首面談及び期末評価を実施すること
で、目標管理を行う。

59 人事評価制度を活用し、各教職員が
期首に年間目標を設定し、評価者と
の期首面談及び期末評価を実施し、
目標管理を行った。 B

【担当者（計画遂行責任者）：副学
長、総務課総務企画係】

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画

①法人の経営及び運営の責任者である
理事長と、大学の教育研究の責任者で
ある学長がそれぞれのリーダーシップ
を発揮し、法人の円滑な経営と大学の
教育研究の発展に努める。

②教職員一人一人が、組織における役
割を理解し、業務運営の改善及び効率
化に向けて取り組む。

業務の実績 自己評価 補足事項
平成２９年度年度計画

業務運営の改善及び効率化に関する目標
を達成するための措置
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③-1　制度上の要求やコンセンサスの
形成のために、学外の有識者や多くの
教職員の参加を求めて、理事会をはじ
め、様々な審議会や委員会を設置・運
営しなければならないが、このことが
効率的な大学運営を妨げたり、迅速な
意思決定を阻害したりすることのない
よう、常に、構成員の意識改革と運営
体制の改善につとめる。

a 委員会の構成員については、特定の教
員に負担が偏らないよう配慮するとと
もに、より効率的で迅速な意思決定が
図れるよう、会議の運営方法等の改善
に努める。

60 各学科、センター等から各種委員会
の委員選出を行った。

B
③-2　理事会等各組織の所管事項を組
織規程等で明確化する。

a 引き続き会議の説明資料等をグループ
ウェアに掲載するとともに、必要に応
じて、各組織の所管事項の見直し等を
実施し、組織規程等への反映を行う。

61 グループウェアの利活用により、全
学的な情報共有化を図った。

B
③-3　理事会、経営審議会、教育研究
審議会、教授会及び工学研究科会議の
会議内容については、グループウェア
を活用し、会議結果を教職員に公表す
る。

a 引き続き理事会、経営審議会、教育研
究審議会、教授会及び工学研究科会議
の会議録を一定期間グループウェアに
掲載し、教職員に周知を図る。

62 各会議の会議録をグループウェアに
掲載し、適時関係者に周知を行っ
た。
また、会議開催告知をグループウェ
アに一本化し、紙での配布をやめ
た。

B
【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係】

④-1　大学の自己点検評価を毎年度１
回行い、社会情勢の変化や時代のニー
ズに対応できているかの視点により課
題を洗い出し、必要に応じて学科の改
組又は改編を含めた対応策を評価・改
善委員会等で検討する。

a 引き続き、認証評価の評価項目に合わ
せて自己評価の評価項目の見直しを検
討し、自己評価を行う。

63 平成２８年度に受審した認証評価で
改善を要すると指摘された事項につ
いて、現状把握及び今後実施すべき
施策の検討を行った。

B

・資料30-大学機関
別認証評価評価報
告書

・資料31-大学機関
別選択評価評価報
告書

・資料32-平成29年
度前橋工科大学自
己点検評価報告書

④-2　④-1の検討結果については、必
要に応じて法人の審議機関に諮り、実
行する。

a ④－１の結果、改善を要すると判断し
た項目の内、重要な事項については経
営審議会に諮り、改善を検討する。

64 ハラスメントについては、防止にむ
けた組織的な取組の体制が不充分で
あるという反省に基づき、今後フォ
ロー体制の構築及びハラスメントを
起こさせないための環境づくりを
行っていくこととなった。

B
【担当者（計画遂行責任者）：副学
長、総務課総務企画係、学務課教務
係】

④教育・研究上の基本組織は、社会情
勢の変化や時代のニーズに柔軟に対応
するため、必要に応じて改組及び改編
を検討する。

③簡素で効率的な業務運営が図れる組
織体制を構築するとともに、意思決定
過程を明確化し、より開かれた組織運
営を目指す。
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⑤-1　法人に、人員計画や人事方針を
立案するための人事委員会を置く。

（計画達成）

⑤-2　事務職員については、市職員の
派遣を削減するため、事務の合理化に
よる必要人員の削減、業務の外部委託
等を進める。

a 平成３０年４月１日付の職員の採用に
あたっては、法人として求める人材を
獲得できるような採用活動を行う。

65 １次試験（筆記）、２次試験（集団
面接）、３次試験（個人面接）によ
り、多段階の選抜を行い、法人とし
て求める人材を採用できた。 B

・資料33-平成29年
度前橋工科大学事
務職員採用試験実
施状況

【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係】

⑤教職員数について、中長期的な視点
で人員計画を策定し、業務運営を的確
かつ効率的に行うために必要な体制を
整える。
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５ 財務内容の改善に関する目標 ３
財務内容の改善に関する目標を達成す
るための措置

３
項目
番号

①-1　地方独立行政法人会計基準に
のっとり財務内容を透明化し、毎年
度、財務諸表等を公表する。

a 平成２８年度の財務諸表について、地
方独立行政法人会計基準に基づき適切
に作成し、地方独立行政法人法の定め
による前橋市長の承認後、速やかに
ホームページにおいて公表する。

66 平成28年度財務諸表については、理
事会の承認及び地方独立行政法人法
の規定による前橋市長の承認後、速
やかに構内掲示場に公告し、また、
ホームページにおいて公表を行っ
た。

B
●大学ＨＰ
http://www.maebas
hi-
it.ac.jp/incorpor
ation/finance/zai
mu.html

①-2　業務内容の変化や業務量の変動
に応じて、事務組織及び事務処理方法
を常に、柔軟に、改善する。

a 各係において事務改善に努めるととも
に、事務局内での事務処理方法の見直
しや、各係間の業務連携の円滑化等を
進めることで、より効率的で質の高い
業務の推進を図る。

67 各係間での業務連携を推進し、開学
２０周年記念式典や工学部長会議等
の単発イベントを成功裏に実施する
ことができた。 B

【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係、総務課財務係】

②-1　競争的資金に関する情報を幅広
く収集し、全教員に対して提供する。

a 引き続き、競争的資金に関する情報に
ついて、学内のグループウェアや研究
委員会を通じて情報を提供する。

68 昨年度に引き続き、学内グループ
ウェアによる情報提供を行った。な
お、見やすさに配慮するため、グ
ループウェアの掲示板に「研究助
成」のカテゴリーを新設した。 B

②-2　地域の研究ニーズの情報収集及
び当該情報の教員への周知により、受
託研究の拡充を図る。

a 引き続き、産官学との連携により、地
域ニーズに係る情報収集を行うととも
に、本学教員の研究業績等の情報を地
元産業界等に発信することで、受託研
究に結びつける。

69 共同研究32件、受託研究3件の契約、
教育研究奨励寄附金18件の受入の実
績があり、総額約318万円の間接経費
を確保した。 B

●H28年度実績
共同研究　41件
受託研究 10件
教育研究奨励寄付
金　16件

【担当者（計画遂行責任者）：地域連
携推進センター、学務課教務係】

③-1　人員計画に基づく適正な人員配
置、業務の外部委託や人材派遣の活
用、入札の公正で効率的な実施、省エ
ネや消耗品の節約等、あらゆる方途を
駆使して、管理的経費の節減と効率的
で公正な執行に努める。

a 電気料金の削減を目的としてＰＰＳの
導入などを検討する。

70 電気料金の削減を目的として、１１
月に電気調達に関する入札を実施し
た。開札の結果、基本料金を約７割
削減することができた。 A

【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係、総務課財務係】

自己評価 補足事項業務の実績

②自主的かつ自律的な大学運営を行う
ため、外部資金及び競争的資金の積極
的な導入を図り、大学運営に必要な財
源の確保に努める。

③大学の管理運営業務の効率化や、人
員配置の適正化等により、管理的経費
の抑制を図る。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成２９年度年度計画
財務内容の改善に関する目標を達成する
ための措置

①財務情報の公開等により、財務内容
の透明化及び効率的な経営を図り、法
人としての経営基盤を強化する。
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６
自己点検・評価及び情報公開に関する
目標

４
自己点検・評価及び情報公開に関する
目標を達成するための措置

４
項目
番号

①-1　認証評価機関による評価を平成
２８年度までに受け、その結果を大学
のホームページを通じて公表するとと
もに、次期中期目標、中期計画に反映
させる。

a 平成２８年度に受審した認証評価の結
果を大学ＨＰ等で公表する。また、そ
の結果を評価・改善委員会で共有し、
次期中期計画等への反映を図る。

71 認証評価結果を大学ＨＰで公表し
た。また、評価結果を評価・改善委
員会で共有し、各委員会に対して、
指摘事項への対応について検討を依
頼した。

B

・資料30-大学機関
別認証評価評価報
告書

・資料31-大学機関
別選択評価評価報
告書

●大学ＨＰ
http://www.maebas
hi-
it.ac.jp/about/hy
oka.html

①-2　各事業年度における業務の実績
に係る評価委員会の評価結果等を大学
のホームページ等を通じて公表すると
ともに、その結果を翌々事業年度の事
業計画に反映させる。

a 評価委員会の評価結果を大学ＨＰ等で
公表する。また平成３０年度年度計画
策定時に各担当者に共有を行い、年度
計画に反映するよう指示する。

72 平成２８年度業務実績に関する評価
報告書を大学ＨＰで公表した。ま
た、平成３０年度年度計画策定依頼
時に各委員会等に共有を行い、年度
計画に反映するよう指示した。 B

●大学ＨＰ
http://www.maebas
hi-
it.ac.jp/incorpor
ation/operation/o
peration.html

【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係】

②-1　教員の研究分野、研究業績等を
大学のホームページ等を通じて公表す
る。

a 引き続き、教員の研究分野、研究業績
等を大学のホームページを通じて公表
し、情報を年に１度以上更新する。

73 各教員の紹介ページの内容につい
て、昨年度の研究成果を追記し更新
した。また、新規採用教員の紹介
ページを新設した。
なお、研究業績管理システムを導入
し、平成30年4月1日から同システム
による研究業績等の外部公開を行っ
ている。今後は、教員自身の随時更
新により最新の研究業績が即時公開
され、また、キーワードによる検索
が可能となり、より積極的な外部公
開を行う予定である。

B

・資料34-教員情報
（例）

●大学ＨＰ
https://acoffice.
jp/mithp/KgApp

②-2　地域連携推進センターの事業実
績について、大学のホームページ等を
通じて公表する。

a 地域連携推進センター事業の概要や実
績について、できる限り早くホーム
ページで公表する。

74 地域連携推進センターの行った事業
の概要について、企業の営業秘密、
特許情報に配慮しつつも迅速なHPで
の情報公開に努めた。 B

【担当者（計画遂行責任者）：地域連
携推進センター、学務課教務係】

業務の実績 自己評価 補足事項

①自己点検・評価の実施に加え、第三
者評価を定期的に受け、これらの評価
結果を公表するとともに、評価結果を
踏まえ、大学運営の改善に取り組む。

②市民や地域社会に対する説明責任を
果たすため、大学の研究成果や社会活
動状況をはじめ、法人の組織及び運営
等の各種情報を積極的に公開する。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成２９年度年度計画
自己点検・評価及び情報公開に関する目
標を達成するための措置

-20-



７ その他業務運営に関する重要な目標 ５
その他業務運営に関する重要な目標を
達成するための措置

５
項目
番号

①-1　大学及び各教員の教育研究業績
及び地域貢献等に関する基礎的な情報
を収集及び整理し、大学のブランド力
強化に向けての戦略を策定する。

a ホームページでの情報発信等、大学の
イメージを向上させる取り組みを積極
的に行う。

75 ホームページにおいては、大学情報
の迅速な発信と分かりやすい表現を
心掛けた。 B

①-2　教員の研究成果及び地域貢献活
動並びに大学の各種事業等について
ホームページ等により、積極的に情報
を発信する。

a 教員の研究成果、社会貢献活動、教育
状況等を各学科若しくは専攻で月1回
以上のホームページでの更新を行う。
また、ＳＮＳを利用して大学の情報発
信を実施する。

76 おおむね各学科若しくは専攻で月１
回以上のホームページの更新を行っ
た。（64回）
ＳＮＳを利用した情報発信について
は、再考した結果、ＨＰより動画配
信することの方が発信力が高いと判
断し、動画配信を実施した。

B
【担当者（計画遂行責任者）：副学
長、学生部長、総務課総務企画係、学
務課教務係】

②-1　博士前期課程においては、「大
学院教育に関する目標を達成するため
の措置（１－（１）－イ）」を確実に
実施し、入学者の確保を図る。

a 共同研究先等から入学の希望相談があ
れば、担当委員会等と連携していく。

77 現在、共同研究を通じて博士後期課
程に１名が在籍している。
地域連携推進センターは専攻会議、
工学研究科会議の方針等に基づき連
携・協力等の対応を行うものとす
る。

B
②-2　博士後期課程においては、「大
学院教育に関する目標を達成するため
の措置（１－（１）－イ）」の確実な
実施に加え、内部進学を拡大しうる指
導体制及び社会人が履修しやすい制度
の構築により、入学者の確保を図る。

a 本学工学研究科博士前期課程修了見込
者が、引き続き博士後期課程に進学す
る場合における入学金の免除を検討す
る。

78 従前より、本学工学研究科博士前期
課程修了見込者が、引き続き博士後
期課程に進学する場合には、入学金
は免除する制度となっているが、本
学学部から本学大学院に進学する場
合の入学金の免除については引き続
き検討を行う。

B
b 課題内容が多岐にわたる諸問題を、包

括的に議論ができる部署を模索し、導
入実現性に向けて検討する。

79 専攻主任会議，学科長会議を有効に
利用し、後期課程の諸問題を検討し
ている。 B

②-3　ティーチング・アシスタント及
びリサーチ・アシスタントの制度等を
充実させ、大学院の学生の経済的支援
の体制を確立する。

a ＲＡ制度の規定を定め実施していく。
同時に、有効性の検証も行う。

80 ＲＡ制度の規定を定め、のべ１１名
の雇用を行った。引き続き有効性の
検証を進めていく。 B

【担当者（計画遂行責任者）：副学長
（研究・地域貢献担当）、専攻主任、
学務課教務係、学務課学生係】

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画

①教育研究成果や社会活動状況等を積
極的に発信し、大学のブランド力を強
化する。

②工学研究科の入学者を確保するとと
もに質を向上させ、大学院における教
育及び研究を充実させる。

自己評価 補足事項業務の実績
平成２９年度年度計画

その他業務運営に関する重要な目標を達
成するための措置
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③-1　施設及び設備の維持管理を適切
に行うために施設維持管理マニュアル
を策定する。

a 引き続きマニュアルの見直しを実施す
る。

81 前橋市「予防保全計画推進プログラ
ム」に基づき、施設点検を行うこと
とした。施設点検の結果、危険性が
高いと判断された図書館煙突部につ
いては、平成２９年度内に修繕を
行った。その他、危険性のある部位
については、前橋市に予算要求を
行った。

B
③-2　各分野における危機管理マニュ
アルを策定する。

a 引き続き危機管理マニュアルについ
て、更新を図る。

82 個別危機管理マニュアルについて、
各係の意見を反映し更新を図った。
台風接近時や大雪予報時には、事前
に授業を休講にし、被害軽減のため
の措置をとった。また、１月には総
合避難訓練及びシェイクアウト訓練
を実施した。

B
③-3　情報セキュリティポリシーを策
定し、全教職員に周知徹底する。

a 情報セキュリティ研修を引き続き実施
するとともに、状況に応じて外部監査
等を行い、問題点の周知・改善を行
う。

83 ＩＣＴマネジメント推進会議及び情
報セキュリティ委員会のメンバーを
対象にセキュリティ研修を実施し
た。 B

③-4　災害発生時の緊急連絡網を整備
する。

a 随時見直しを行い、関係者へ周知を行
うようにする。

84 緊急連絡網は随時見直しを行い、関
係者に周知を行った。雪の予報時な
ど、緊急連絡が想定される際には、
再確認を行うよう周知した。 B

③-5　法令及び法人規程に基づいた労
働環境の整備や改善を行う。

a 産業医による職場巡視を実施し、指摘
事項の改善に努める。

85 ７月に２号館、２月に図書館の職場
巡視を実施した。指摘事項について
は、改善の検討を行い、実施できる
ものから対応を行った。 B

・資料35-衛生委員
会職場巡視報告書

③-6　避難訓練の実施、学内危険個所
の洗い出し、複数の避難経路の確保等
を行う。

a 避難経路の確保のため、年２回調査を
行い、改善を図る。

86 年２回以上、避難通路の確保のため
の調査を行った。 B

【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係、学務課学生係】

③学生の安全確保のため、施設の維持
管理を適切に行うとともに、災害発生
時や大学の知的財産流出等の恐れが生
じた際の危機管理体制を確立し、迅速
かつ的確な対応が統一的に行える体制
を整える。
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④-1　大学の施設については、耐震診
断等各種の点検を行い、この結果に基
づく施設保全計画及び施設整備計画を
前橋市と協同で策定する。

a 引き続き、前橋市の行政管理課等と協
議を進め、耐震基準を満たしていない
建物への予防保全の観点から、最低限
の工事を随時実施する。

87 前橋市「予防保全計画推進プログラ
ム」に基づき、施設点検を実施し、
前橋市に報告をした。また、５号館
空調設備の更新について前橋市と協
議を行った。 B

④-2　設備については常に使用目的が
達せられるよう、適切に管理する。

a 必要性を見極めながら、施設の改修、
改善等を実施し、適正管理に努める。

88 学生交流スペースの整備を目的とし
て、メイビットホール（学生会館）
の什器の入れ替え、工事を行った。
整備にあたっては、学生からの意見
を聴取し、意見を反映した内容とし
た。

A
・資料36-学生ヒア
リング実施結果等

【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係】

 

⑤-1　不正行為や事故を組織的に防ぐ
ためのマニュアルである「コンプライ
アンス行動指針」の徹底のために、毎
年度全教職員を対象とした研修会を実
施するとともに、行動指針の見直しを
常時行う。

a 引き続き、コンプライアンスについて
周知を行うとともに、全体会議等でコ
ンプライアンス研修を実施する。

89 全体会議において、ハラスメント防
止に係るＤＶＤを視聴し、啓発に努
めた。

B
⑤-2　不正行為や反社会的行為が発生
した場合は、組織的な検証を行い、検
証結果を公表する。

a 研究倫理研修における教材について
は、引き続き、CITI Japan e-ラーニ
ングプログラムを活用していくととも
に、より効果的な活用方法等を検討す
る。

90 研究倫理研修における教材について
は、CITI Japan e-ラーニングプログ
ラムを活用しており、本年度の有償
化に伴い、新規予算措置を行い、維
持機関会員として利用料金を支出し
た。プログラム内容について、受講
コースの選択が可能であるため、よ
りよい研修受講となるよう選択コー
ス等を検討し、本年度の更新時に、
JST理工系コースへの変更を行った。

B

⑤-3　不正行為や反社会的行為を行っ
た教職員については、厳正な処分を行
うとともに、必要な場合は告訴・告発
等、法律に基づく対応をきちんと行
う。

a 事案が発生した場合には、危機管理個
別マニュアルに基づき適切に対応す
る。

91 諸規程により、適切に対応した。

B
【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係】

⑤大学におけるコンプライアンス（法
令遵守）を推進し、不祥事や事故の防
止に努める。

④大学の施設及び設備については、学
生の学ぶ環境を向上させるため、老朽
化等に対応した改修や整備を行う。
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⑥-1　全教職員を対象とした研修会を
毎年度実施することにより、ハラスメ
ントを防止する。

a 引き続き、各種ハラスメントに関する
情報を提供したり、必要に応じて研修
会を開くなどによりハラスメントが起
きにくい環境づくりをする。

92 全教職員を対象にハラスメント研修
（アカデミック・ハラスメントのＤ
ＶＤ視聴）を実施するとともに、服
務心得の再認識等について注意喚起
の通知を行った。 B

⑥-2　ハラスメントの相談体制を確立
し、学生及び教職員に周知する。

a ハラスメント相談制度について、学生
及び教職員に周知を行う。

93 大学ホームページの学内専用サイト
に大学のハラスメント防止対策への
取り組み紹介するとともに、相談の
流れ等を記載している。引き続き学
生及び教職員へ周知を行う。 B

⑥-3　新任教員の公募に当たっては、
女性からの応募が増えるよう、周知方
法等にも配慮する。

a 教員の公募にあたっては、引き続き、
大学ＨＰやJREC-IN Portalに情報を掲
載し、幅広く周知を行う。

94 大学ＨＰやJREC-IN Portalに情報を
掲載し、幅広く周知を行った。実績
として、採用教員２名のうち、女性
教員１名を採用した。 B

【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係】

⑦-1　物品の購入に当たっては、グ
リーン購入法の適合商品等の環境に配
慮した商品を優先して購入する。

a 物品の選定にあたっては環境に配慮し
た商品を選択するよう、グループウェ
ア等を利用して周知する。

95 グリーン購入適合品の購入推進に係
る通知を、４月にグループウェア
（掲示板）に掲載し、周知を図っ
た。
事務用品に係るグリーン購入の適合
率は、ほぼ１００％を達成すること
ができた。

B
⑦-2　節電・節水に全学をあげて取り
組む。

a 節電・節水について周知を徹底する。
特に電力使用量がひっ迫した際には全
学的に節電を実施するよう働きかけ
る。

96 デマンド・コントローラーを使用
し、電力使用量のモニタリングを実
施した。夏季のピーク時には、節電
に努めるよう周知を行った。 B

⑦-3　ガソリンの消費量を減らすな
ど、ＣＯ２の削減に全学的に取り組
む。

a 公用車の利用状況を把握し、台数削減
等を検討する。

97 公用車の利用状況を確認し、平成３
０年度に１台削減とする計画となっ
た。 B

【担当者（計画遂行責任者）：総務課
総務企画係、総務課財務係】

⑥大学として社会的な責任を果たすた
め、人権の尊重や男女共同参画の推進
に取り組む。

⑦環境を守ることを大学の責務とし
て、環境に配慮した大学の維持管理を
行い、環境保全に努める。
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平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 法人化前 達成目標
(注２)

１１０．９％ １１２．７％ １１４．６％ １１３．９％ １０９．７％ １００％ １００％以上

８１．２％ ８０．９％ ８１．４％ ８４．４％ ８１.９％ ７３．３％ ８０％以上

７７人 ４５人 ２２人 ７１人 ６４人 ６０人 ８０人以上

９７．６％ ９９．４％ １００．０％ ９９．５％ ９８．９％ ９１．９％ ９５％以上

２．１年 ２．０年 ２．１年 ２．０年 ２.０年 ２．１年 ２．１年以内

１人 １人 ４人 １人 ２人 １．７人 ３．０人以上

１０６人 １８５人 １７８人（※） １７９人（※） １７１人（※） － １５０人以上

８０件 ７２件 ８９件 ６０件 ７７件 ７２件 ８５件以上

２０件 ２４件 ２４件 ３４件 ２８件 ２１件 ３０件以上

４０６人 ５１２人 ５８７人 ３８５人 ２７８人 ５３５人 ５５０人以上

８５人 １３３人 ７６人 １１１人 １１１人 ７２人 ７５人以上

４０人 ３５人 ３１人 ３８人 ３５人 ３４．３人 ４０人以上

１１件 ２１件 １７件 １５件 １６件 ５件 １０件以上

61,239千円 91,124千円 92,863千円 119,031千円 84,761千円 39,254千円 78,000千円以上

１１６．７％ ８５．４％ １０２．１％ ８７・５％ １１２．５％ ７８．１％ １００％以上

１５０．０％ ７５．０％ １００．０％ ７５．０％ ７５．０％ ２５．０％ １００％以上

（注１）

（注２）

（注３）

⑯博士後期課程の入学定員充足率

外部資金については、平成２５年度及び２６年度の業務実績に関する報告書では、受託研究費と科学研究費を除く競争的外部資金及び共同研究費の額を記載し
ていたが、公表データとの整合性を図るため、平成２７年度以降の業務実績に関する報告書から受託研究費、科学研究費及び教育奨励寄付金を含めた合計額を
記載することとした。

②～⑦、⑨～⑫及び⑭に係る達成目標は中期目標期間を平均しての数値を指し、⑧及び⑬に係る達成目標は中期目標期間終了年度の平成３０年度における数値
を指す。

各年度の数値は、②～⑭は当該年度の年度末現在の数値を指し、①、⑮及び⑯は翌年度の５月１日現在の数値を指す。

⑬本学教員の高校生への支援事業実施件数

⑭外部資金（注１）の金額

⑮博士前期課程の入学定員充足率

⑫教員の海外研修（国際学会等への参加を含む。）参加者数

⑥博士学位取得者数

⑦分野横断型工学研究シンポジウムの参加人数
（※）教員数（学長含む専任教員）+
博士前期課程学生数+博士後期課程学

生数

⑧学術団体論文誌等への論文の掲載数

⑨科学研究費補助金の採択件数（新規・継続・分担を含む。）

⑩連携による公開講座の参加者数

⑪官公庁における委員・評議員等の数

③カレッジＴＯＥＩＣの受験者数

④学部の学生の就職率

⑤博士前期課程における卒業生の平均在学年数

②学部の学生の標準修業年限内卒業率

第３　評価指標に係る平成２９年度の状況

区分 備考

①学部の入学定員充足率
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